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第 2 事業の状況 

 

 

1 業績等の概要 

 

 令和 4年度（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで）における業績等の概要は次のとおりです。 
  

 (1) 一般会計 

   一般会計は、一般賃貸住宅建設事業及び管理事業をはじめとする当社の主要事業を経理する会計であり、

当社の経営状況は主に一般会計で表されます。 

   

① 公社住宅再生事業の状況 

   ア 一般賃貸住宅の再編整備 

令和 4年度は、（仮称）カーメスト赤堤 97戸の建替事業に着手するとともに、継続事業 9団地 2,247

戸のうち、カーメスト大蔵の杜 381戸及びカーメスト興野町 128戸が竣工しました。 

「公社一般賃貸住宅の再編整備計画」に基づき、建替え等を通じてお客さまニーズを捉えた良質な住宅

を供給するとともに、一部の団地では、今後の賃貸住宅の需要動向や団地規模などの特性を踏まえ、団地

内の一部住棟を建替え、他の住棟では長寿命化を図るなど、団地再生に取り組みました。 

建替えに当たっては、高齢者が低廉な負担で住み続けられ、バリアフリーや見守り等にも十分配慮した

「ＪＫＫシニア住宅」を整備するほか、受動喫煙の防止に配慮した「全面禁煙住棟」、補助犬やペットが

人と暮らすことを前提とした設備を整えた「ペット等共生住宅」、ZEH-M Oriented仕様の「環境配慮型住

宅」など、新しいタイプの住宅供給に取り組んでいます。 
 

   イ 少子高齢対策事業 

(ｱ) 福祉施設等の誘致 

     公社住宅の建替えにより創出した用地や建物内スペースを活用し、保育所などの子育て支援施設や

特別養護老人ホームなどの高齢者支援施設等の誘致に取り組んでいます。 

令和 4年度は、大蔵住宅用地での施設整備に着手しました。 

 

(ｲ) コミュニティの活性化に向けた取組 

 a 地域コミュニティ拠点の整備・運営 

   地元自治体、ＮＰＯ、民間事業者等と連携し、団地内の空き店舗やオープンスペースを活用して

子育て世帯や高齢者等の生活利便性向上に資する地域のサービス拠点の誘致・整備に取り組みまし

た。令和 4年度は、多様な世帯・世代が安心して暮らせる住環境の創出に向け、松が谷住宅内に地

域交流拠点を開設しました。 

  

住宅名 所在地 整備施設 開設時期

地域交流拠点
コミュニティプレイスまつまる

地域交流拠点
コミュニティプレイスあたご

コミュニティ型生活サービス拠点
ネコサポステーション町田木曽

松 が 谷 住 宅 八王子市 令和4年7月

令和5年4月

令和5年5月

愛 宕 第 二 住 宅

町 田 木 曽 住 宅

多 摩 市

町 田 市
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b コミュニティの形成に向けた取組 

入居者同士のコミュニティ活動のきっかけづくり等に取り組む専門スタッフ、「ＪＫＫ住まいる

アシスタント」の活動を推進し、子育て世帯の「憩いの場づくり」、高齢者の「居場所づくり」等に

取り組みました。また、大学と協定を締結し、学生の公社住宅への入居支援を行うことで、地域に

根差した活気あるコミュニティの形成に取り組みました。 

       

 

(ｳ) 新しい日常に対応した取組の推進 

  住宅の建替えやリニューアル工事を通じて住戸に高速インターネット回線による Wi-Fi環境を整備

するとともに、テレワークに適した間取りの住戸を供給しました。また、コミュニティサロン（集会

所）においてもテレワークが可能な環境を整備しました。さらに、「タッチレス型」のエレベーターや

宅配ボックスの設置など「非接触」や「非対面」の住宅設備の導入を継続して推進しました。 

 

 

② 管理事業の状況 

   ア 公社住宅等管理 

    (ｱ) 住宅及び施設の管理状況 

住宅及び施設の管理状況は、公社住宅等 71,678戸、賃貸施設（店舗等）374施設、駐車場 23,243区

画でした。 

 

    (ｲ) 営繕事業の執行状況 

公社住宅等の営繕事業は､計画修繕（屋上防水、外壁塗装、給湯器取替、共用灯 LED化ほか）延 167

団地、小口・緊急修繕及び浴槽・給湯設備設置を含む一般修繕は 27,368件、空家補修は 5,214戸、そ

の他太陽光発電設備設置は 25棟実施しました。 

  

区　　　分 規模

新 規 コ ミ ュ ニ テ ィ 活 動 件 数

（ Ｊ Ｋ Ｋ 住 ま い る ア シ ス タ ン トに よる イベ ント 開催 等）
34件

区　　　分 規模

テ レ ワ ー ク 環 境 の 整 備
( コ ミ ュ ニ テ ィ サ ロ ン Wi-Fi 環 境 )

宅 配 ボ ッ ク ス の 設 置 22団地

タ ッ チ レ ス 型 エ レ ベ ー タ ー の 導 入 22団地

52団地
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  (ｳ) 家賃の収入状況 

令和 4年度末における家賃の収納状況は、次のとおりです。 

  

      

イ 管理受託住宅等管理 
 

(ｱ) 区営住宅等 

     a 住宅等の管理状況 

区営住宅等の管理戸数は、175団地 7,263戸でした。 
 

     b 営繕事業の執行状況 

営繕事業は、計画修繕（屋上防水、外壁塗装ほか）延 179団地を対象に実施しました。一般修繕は

3,059件、空家補修は 317戸でした。 
 

(ｲ) 東京都各局職員住宅等 

a 住宅等の管理状況 

東京都各局職員住宅等の管理戸数は、311団地 6,148戸でした。 
 

b 営繕事業の執行状況 

営繕事業は、小口・緊急修繕 1,301件、空家補修 181戸、昇降機保守点検 3基を実施しました。 

 

(ｳ) 東日本大震災等による避難者を受け入れた都営住宅（応急仮設住宅）の管理業務等 

東日本大震災の避難者及び台風等の被災者を受け入れた都営住宅等について、管理業務を適切に実

施しました。また、東日本大震災の被災者に対して、生活福祉に関する情報提供や担当機関への紹介・

取次ぎ、住まい方・応急仮設住宅供与終了後の移転先についての相談業務を実施しました。 

 

 

 

 

 

調定額 収納額 収納率

231団地 71,084戸 57,145百万円 56,468百万円 98.8%

公 社 施 行 型 0団地 0戸 0百万円 0百万円 -

民 間 活 用 型 0団地 0戸 6百万円 0百万円 9.6%

377施設 1,082百万円 1,073百万円 99.2%

231団地 71,084戸

374施設

58,235百万円 57,542百万円 98.8%

種　　　　別
経営規模

(令和5年3月31日時点)

一 般 賃 貸 住 宅

都 民 住 宅

賃 貸 施 設

合　　　　　　　　　　計
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  ③ 決算の状況（一般会計） 

ア 貸借対照表                

       

 

イ 損益計算書     

 

（単位 百万円）

科目 令和3年度 令和4年度

流動資産 53,468 54,061

固定資産 1,145,134 1,136,894

賃貸事業資産 1,117,939 1,109,531

その他事業資産 18,144 17,928

有形固定資産 3,712 3,642

無形固定資産 3,812 4,270

その他固定資産 1,594 1,597

貸倒引当金 △ 69 △ 75

資 産 合 計 1,198,602 1,190,955

流動負債 30,893 32,143

固定負債 717,707 701,531

負 債 合 計 748,601 733,674

資本金 105 105

剰余金 449,896 457,176

資 本 合 計 450,001 457,281

負債・資本合計 1,198,602 1,190,955

（単位 百万円）

科目 令和3年度 令和4年度

事業収益 70,535 72,246

賃貸管理事業収益 64,126 65,248

管理受託住宅管理事業収益 1,965 1,899

その他事業収益 4,443 5,098

事業原価 59,120 59,825

賃貸管理事業原価 52,730 53,074

管理受託住宅管理事業原価 1,970 1,896

その他事業原価 4,419 4,854

一般管理費 992 1,111

事 業 利 益 10,422 11,309

その他経常収益 39 16

その他経常費用 1,142 856

経 常 利 益 9,320 10,469

特別利益 51 253

特別損失 910 3,442

当 期 純 利 益 8,460 7,280
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(2) 都営住宅等管理会計 

都営住宅等管理会計は、東京都から受託している都営住宅等の管理業務及び都営住宅等駐車場の管理業務

における経理の明確化を図るために設置した特別会計です。都営住宅等管理会計は、東京都からの受託収入

と事業費が基本的に均衡するようになっています。 

東京都では、平成 18年度から、都営住宅管理業務の一部に地方自治法の基づく指定管理者制度が導入され

ました。 

平成 25年度までは、一部の地域において公募による指定管理者の選定が行われましたが、その他の地域を

含めて、全ての地域について当社が指定管理者に指定されてきました。 

平成 26年度以降は、都営住宅が「都の政策との連動性」「管理運営の特殊性」を有する施設であることな

どから指定管理者の公募は行われず、特命により、当社が都内全域の都営住宅等の指定管理者に全地域一括

で指定されています（5年間）。令和元年度以降についても、特命により当社が都内全域の都営住宅等の指定

管理者に全地域一括で指定されています（5年間）。 

また、指定管理者業務以外の都営住宅管理業務については、平成 18年度以降も従来どおり当社が全て受託

しています。 

令和 4年度における指定管理者としての管理を含む都営住宅等管理の状況は以下のとおりです。 

 

① 事業の状況 

   ア 住宅の管理状況 

     都営住宅等の管理戸数は、合計 254,497戸でした。 

 

   イ 窓口受付の件数状況 

     窓口受付件数は、窓口諸申請受付 173,457件、修繕受付（小口・空家）61,849件でした。 

 

   ウ 滞納家賃の回収状況 

     滞納家賃の回収額は、7,900百万円でした。 

 

   エ 駐車場の管理状況 

     駐車場の管理区画数は、48,343区画でした。 

 

   オ 営繕事業の執行状況 

(ｱ) 受託業務 

計画修繕（屋上防水、外壁塗装、敷地整備、給湯器取替ほか延 1,219団地）、施設財産維持保全（防

災施設維持保全 3 施設、特殊建築物定期点検 1,633 棟ほか）、環境整備（剪定 94,450 本等）、諸事業

（昇降機設置 23基）、施策事業（高齢者・身体障がい者向け住宅設備改善 4,170戸等）、その他（昇降

機停電時自動着床装置設置 66基、灯具 LED化（共用灯）20,533戸、ブロック塀安全対策 950ｍ等）、

太陽光発電設備設置 100基を実施しました。 

 

(ｲ) 指定管理者業務 

設備保守点検業務（昇降機保守点検 3,935基、消防設備等保守点検 227,015戸、水道施設保守 1,612

施設、受水槽清掃 1,605基等）を実施しました。 
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  ② 決算の状況（都営住宅等管理会計） 

ア 貸借対照表  

       

 

イ 損益計算書   

       

       

 

 

 

 

 

（単位 百万円）
科目 令和3年度 令和4年度

流動資産 16,775 21,683
資 産 合 計 16,775 21,683

流動負債 15,864 20,766
固定負債 910 916

負 債 合 計 16,775 21,683

（単位 百万円）
科目 令和3年度 令和4年度

事業収益 50,153 54,391
事業原価 50,046 53,891
一般管理費 880 992

事 業 利 益 △ 773 △ 491
その他経常収益 773 491
その他経常費用 - -

経 常 利 益 - -
特別利益 - -
特別損失 - -

当 期 純 利 益 - -
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2 対処すべき課題 

 

 (1) 経営改革への取組 

①「アクションプラン」の策定 

当社では、「経営理念」を念頭に置き、経営改革の視点に立ち、効果的かつ効率的な事業推進を図るた

め、今後3年間の具体的な行動計画を示した「アクションプラン」を策定しています。2003年度初版以

降、環境の変化や事業の進捗を踏まえて毎年度改定し、お客様サービスの向上、安全・安心な住環境の整

備、住宅事業を通じた地域社会への貢献に取り組むとともに、業務改善や経営基盤の強化に努めていま

す。 

 

○アクションプランの目指す方向性 

経営理念を具体的に実現するため、「社会ニーズに応える JKK住宅の展開」「行政と連携した事業の積

極的推進」「自立的でサステナブルな経営の堅持」という 3つの方向性をもってアクションプランを推進

し、社会貢献の最大化を図っていきます。 
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○アクションプランにおける個別プラン（アクションプラン 2021年度版より） 

  

Ⅰ 社会ニーズに応えるJKK住宅の展開

１ ポストコロナ社会に向けた取組

２ 住宅セーフティネット機能の一層の推進

３ カーボンニュートラルの実現に向けた取組など環境配慮行動の推進

４ JKK住宅再生事業の推進

５ JKK住宅における利用率の維持・向上

Ⅱ 行政と連携した事業の積極的推進

６ 都営住宅等管理業務の適切な実施

７ 東京都及び区市町村との多様な連携

Ⅲ 自立的でサステナブルな経営の堅持

８ お客様の視点に立った事業運営

９ 安全・安心な住環境の整備及び工事における的確なコスト管理の実施

10 財務基盤の一層の強化

11 DX・5つのレス等の推進

12 多様で有為な人財確保と人財育成

13 コンプライアンスの確保

14 ガバナンス強化に向けた取組の推進

15 災害等に関する危機管理強化

16   情報発信力の強化
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② 東京都との債権債務関係の見直しについて 

東京都は「行財政改革実行プログラム」（平成 18年 7月公表）の中で当社については、自主自立経営の確

立に向け、抜本的な経営改革を実現するため、東京都との債権債務関係の見直しを検討課題の一つに掲げま

した。 

また、東京都の平成 19 年度包括外部監査意見では、公社一般賃貸住宅に対する東京都貸付金について、

家賃設定方法などの大きな変更があったことを踏まえて、見直しが必要であるとの意見がなされました。 

こうしたことから、償還期限が最長で 2136 年に達し、平成 19 年度末で残高が 4,300 億円に及んでいた

東京都借入金に表象される東京都との輻輳的な債権債務関係を見直すこととし、当社が損失補償付社債等

を償還する際に実行される東京都無利子貸付について、平成 20年度実行分から有利子化されることとなり

ました。また、当社は東京都借入金の早期償還を計画的に実行していくこととしました。 

なお、東京都借入金の早期償還は、債務弁済抵当権設定契約書の繰上償還条項に基づき、主に東京都借入

金の償還に備えた特定目的積立金を取崩すことにより、当社の資金繰りに影響を及ぼさないように進めて

いくこととなっています。 

当社は、今後とも都庁グループの一員として積極的に公共的役割を果たすとともに、こうした役割をより

自立的かつ効率的に行えるよう、強固な財務基盤を構築していきます。 

 

(2) 地方住宅供給公社をめぐる動き 

  ① 指定管理者制度の導入 

第 156回通常国会において、「地方自治法の一部を改正する法律案」が成立し、平成 15年 6月 13日に公

布されました。この中で、「公の施設」の管理に関する制度の改正が行われ、「公の施設」の管理を委託する

場合には、地方公共団体の出資法人等に限られていた従来の制度から、民間事業者も含めた指定管理者によ

る管理が可能となりました。 

この「公の施設」には都営住宅等も含まれ、東京都においても、平成 18年度から、都営住宅管理業務の

一部に指定管理者制度を導入しました。 

平成 25年度までは、一部の地域において公募による指定管理者の選定が行われましたが、その他の地域

も含めて、全ての地域について当社が指定管理者に指定されました。 

平成 26年度以降は、都営住宅が、「都の政策との連動性」「管理運営の特殊性」を有する施設であること

などから指定管理者の公募は行われず、当社が都内全域の都営住宅等の指定管理者に全地域一括で指定さ

れています（5 年間）。令和元年度以降についても、特命により当社が都内全域の都営住宅等の指定管理者

に全地域一括で指定されています（5年間）。 

指定期間中、毎年「指定管理者の管理運営状況評価結果」が公表されますが、直近の評価（令和 4年 9月、

東京都総務局より公表）は、『Ａ（管理運営が良好であり、管理運営に係る様々な点で優れた取組が認めら

れた施設）』となっています。また、指定管理者業務以外の都営住宅管理業務（募集業務、営繕業務等）に

ついては、平成 18年度以降も従来どおり当社が全て受託しています。 

 

  ② 公営住宅法、地方住宅供給公社法の改正 

第 162回通常国会において、「公的資金による住宅及び宅地の供給体制の整備のための公営住宅法等の一

部を改正する法律」が成立し、平成 17年 6月 29日に公布されました。この中で、指定管理者制度とは別に

地方住宅供給公社による公営住宅等の「管理代行」や、地方住宅供給公社の自主解散について新たな規定が

設けられました。 
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3 事業等のリスク 

 

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると当社が考える主な事項を記

載しています。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社

の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記

載しています。以下の記載は本債券への投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんので、この

点にご留意下さい。本項における将来に関する事項は、別段の表示がない限り、令和 5年 8月 31日現在におい

て判断したものです。 

 

 

(1) 当社の業績の変動要因について 

当社の業績は、一般的な外部経済要因により影響を受けるほか、賃貸住宅市場における家賃水準の状況等

により影響を受けます。当社としては、アクションプランを着実に実行することにより収益性の向上やコス

ト管理の徹底を図り、一層効率的な経営を実現することにより、社会経済情勢の変化に適切に対応していく

こととしています。 

 

 

(2) 事業に係る法律事項等について 

当社は、公社法に基づき設立された東京都の住宅政策を実現するための機関であり、東京都の政策が当社

の業務、業績に影響を与える可能性があります。当社の事業運営に際しては、公社法に基づく認可、承認等

の定めに従う必要があるほか、東京都による監督等を受けることとされています。 

なお、当社の借入金の一部は東京都から無利子借入となっていますが、平成 13年度事業分より新規の無利

子借入を行っていないことから、当社の資金調達コストは従来に比べ、相対的に高まる可能性があります。 

かかる法律事項等についての詳細は、38～40ページをご参照ください。 

 

 

(3) 地方住宅供給公社をめぐる動き等について 

当社の事業内容及び業績は、地方住宅供給公社を取り巻く法改正、行財政改革等の動向により影響される

可能性がありますが、今後の具体的な動向については不明確であり、実際に当社に影響を与えうるか、また、

どの程度の影響となりうるかについては、明確な予測はできません。 

 

① 指定管理者制度の導入（再掲） 

第 156回通常国会において、「地方自治法の一部を改正する法律案」が成立し、平成 15年 6月 13日に公

布されました。この中で、「公の施設」の管理に関する制度の改正が行われ、「公の施設」の管理を委託する

場合には、地方公共団体の出資法人等に限られていた従来の制度から、民間事業者も含めた指定管理者によ

る管理が可能となりました。 

この「公の施設」には都営住宅等も含まれ、東京都においても、平成 18年度から、都営住宅管理業務の

一部に指定管理者制度を導入しました。 

平成 25年度までは、一部の地域において公募による指定管理者の選定が行われましたが、その他の地域

も含めて、全ての地域について当社が指定管理者に指定されてきました。 
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平成 26年度以降は、都営住宅が、「都の政策との連動性」「管理運営の特殊性」を有する施設であること

などから指定管理者の公募は行われず、特命により、当社が都内全域の都営住宅等の指定管理者に全地域一

括で指定されています（5 年間）。令和元年度以降についても、特命により当社が都内全域の都営住宅等の

指定管理者に全地域一括で指定されています（5年間）。 

指定期間中、毎年「指定管理者の管理運営状況評価結果」が公表されますが、直近の評価（令和 4年 9月、

東京都総務局より公表）は、『Ａ（管理運営が良好であり、管理運営に係る様々な点で優れた取組が認めら

れた施設）』となっています。 

また、指定管理者業務以外の都営住宅管理業務（募集業務、営繕業務等）については、平成 18年度以降

も従来どおり当社が全て受託しています。 

 

② 公営住宅法、地方住宅供給公社法の改正（再掲） 

第 162回通常国会において、「公的資金による住宅及び宅地の供給体制の整備のための公営住宅法等の一

部を改正する法律」が成立し、平成 17年 6月 29日に公布されました。この中で、指定管理者制度とは別に

地方住宅供給公社による公営住宅等の「管理代行」や、地方住宅供給公社の自主解散について新たな規定が

設けられました。 

 

 

(4) 当社所有物件の震災対策について 

建築物の耐震改修の一層の促進を図るため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法

律」が平成 18年 1月 26日に施行されました。また、「東京都耐震改修促進計画」が平成 19年 3月に策定（平

成 24年 3月改定）され、建築物の耐震化率の目標等が示されました。 

こうした中、当社は、耐震化目標の確実な達成と更なる耐震化の推進を図るため、「公社賃貸住宅耐震化整

備プログラム」を平成 20年 3月に策定（平成 24年 8月改定）し、全住宅 7万 2千戸の耐震化率を平成 27年

度までに 90％以上、令和 2年度までに 100％とすることを目標として耐震改修及び建替え等により耐震化を

進めておりましたが、本プログラムに基づく取組により、令和 2年度末の公社賃貸住宅の耐震化率について、

100％を達成しています。 

また、平成 24年 8月の「公社賃貸住宅耐震化整備プログラム」の改定と同時に更新した「公社賃貸住宅の

耐震性に係るリスト」を再更新（平成 30年 3月 31日）し、これまで実施してきた耐震診断の結果と耐震改

修工事の状況について公表を行いました。 

 

※なお、新耐震設計法導入後の昭和 57、58 年度及び阪神淡路大震災後の平成 7～11 年度の 2 期に渡り一

般賃貸住宅の一部の耐震診断を行い、70棟の耐震改修を実施しています。 



 - 52 - 

4 経営上の重要な契約等 

 

   東京都との債務弁済抵当権設定契約 
 

当社の一般賃貸住宅については、従来、住宅金融支援機構と東京都からの借入金を主な財源として建設し

てきました。この借入金の返済は、機構からの借入金を返済した後に東京都からの借入金を返済することと

なっています。東京都からの借入金について、東京都との間に債務弁済抵当権設定契約を締結しており、借

入金の償還完了後、借入金により取得した土地の価格に応じ当社が東京都に対し「相応の負担」をすること

になっています。 

当社は、この「相応の負担」を一般賃貸住宅の再編整備事業により創出した用地等を利活用することで捻

出し、再編整備事業の進捗に合わせて、原則として金銭により履行していきます。 

 

 

5 財政状態及び経営成績の分析 

 

(1) 経営成績の変動について 

 

令和 3年度は、一般賃貸住宅管理事業において高い水準の入居率により安定した家賃収入を確保した一方、

受託事業の規模減少などにより事業収益全体では前年度比 35億円減の 1,206億円となりました。 

事業原価及び一般管理費については、経年化した住宅の空家に対する補修費用が増加し、事業利益は前年

度比 5億円減の 96億円になりました。 

令和 4年度は、一般賃貸住宅管理事業において引き続き高い水準の入居率により安定した家賃収入を確保

するとともに、受託事業の規模増加などにより事業収益全体では前年度比 59 億円増の 1,266 億円となりま

した。 

事業原価及び一般管理費については、空家修繕等の経常修繕、建替事業に伴う関連経費が増加した一方、

計画修繕引当金の見直しにより繰入額が減少し、事業利益は前年度比 11億円増の 108億円になりました。 

また、経常利益については前年度比 11億円増の 104億円、当期純利益については、一般賃貸住宅 3団地、

ケア付き高齢者住宅 1 団地等において減損損失 21 億円を計上し、前年度比 11 億円減の 72 億円となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重要な会計方針の変更について 

該当事項はありません。 

《令和 4年度》 

事業収益     1,266億円 

事業利益       108億円 

経常利益       104億円 

当期純利益       72億円 

 

《令和 3年度》 

事業収益     1,206億円 

事業利益        96億円 

経常利益       93億円 

当期純利益       84億円 
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第 3 設備の状況 

 

1 設備投資等の概要 

 

○ 新規竣工物件 

  一般賃貸住宅 

団　地　名 所 在 地 棟数 戸 数 竣 工 時 期

カ ー メ ス ト 大 蔵 の 杜 ( 第 １ 期 ) 世田谷区 5 381 令和4年7月

カ ー メ ス ト 興 野 町 足立区 1 128 令和4年9月

合　　計 2 団 地 6 509 ―
 

 

  

2 主要な設備の状況 

 

○ 賃貸事業資産（令和 4年度末） 

簿価（百万円） 面積（千㎡） 簿価（百万円）

一 般 賃 貸 住 宅 71,250 249,769 4,323 826,920

公 社 施 行 型 都 民 住 宅 ― ― ― ―

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 370 3,269 25 1,081

サービス付き高齢者向け住宅 224 4,096 11 3,131

賃 貸 店 舗 345施設 1,313 38 8,248

賃 貸 宅 地 ― ― （６ヶ所）  13 0

合 計 345施設 72,189戸 258,448 4,413 839,381

区 分
建 物 等 土　地

戸数（戸）

 
   

    ※「建物等」には付属設備・構築物・備品を含みます。 
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3 設備の新設、除却等の計画 

 

令和 5年度の賃貸住宅等建設事業の計画は以下のとおりです。なお、戸数、予定総事業費及び既支出額は令

和 4年度末時点、竣工予定時期は令和 5年 7月時点での計画を表示しています。 

 

(1) 一般賃貸住宅の再編整備 

① 新規事業 

（単位　百万円）

団　地　名 所 在 地 戸 数
予定総事業費
（既支出額）

竣工予定時期

6,264

(10)

6,264

(10)

( 仮 称 ) カ ー メ ス ト 上 石 神 井 練馬区 約200 令和10年度

合　　　　　　　　　計 1団地 約200 ―
 

 

② 令和 4年度以前からの継続事業 

（単位　百万円）

団　地　名 所 在 地 戸 数
予定総事業費
（既支出額）

竣工予定時期

5,751

(1,487)

3,694

(1,141)

4,074

(954)

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 小 金 井 本 町 7,240

（ＪＫＫシニア住宅 40戸を含む） (1,980)

6,334

(501)

3,416

(62)

17,449

(373)

8,316

(157)

56,274

(6,655)

( 仮 称 ) カ ー メ ス ト 赤 堤 世田谷区 97 令和8年12月

（仮称）カーメスト大 蔵の 杜（ 第２ 期） 世田谷区 563 令和9年5月

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 祖 師 谷 （ 第 １ 期 ） 世田谷区 300 令和9年12月

合　　　　　　　　　計 8団地 1,835 ―

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 用 賀 馬 事 公 苑 世田谷区 173 令和6年12月

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 大 岡 山 大田区 118 令和5年12月

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 桜 新 町 世田谷区 134 令和6年4月

小金井市 244 令和6年10月

（ 仮 称 ） カ ー メ ス ト 新 高 円 寺 杉並区 206 令和5年8月
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  (2) 少子高齢対策事業 

公社住宅の建替えに伴い創出される用地のうち、福祉インフラ整備への活用が見込まれる用地を社会福祉

法人等に賃貸し、特別養護老人ホームなどの福祉施設等の整備に取り組んでいます。 

 

① 新規事業 

令和 5年度の新規事業はありません。 

 

② 令和 4年度以前からの継続事業 

                

団　地　名 所 在 地 開設予定時期

大　　　　　　　　　　　　　　蔵 世田谷区

【高齢者施設】
・特別養護老人ホーム
・ショートステイ
・防災拠点型地域交流スペース 等
【障害者施設】
・生活介護
・共同生活援助 等

【高齢者施設】
令和8年3月

【障害者施設】
令和8年4月

整備施設

小　　　金　　　井　　　本　　　町 小金井市

・特別養護老人ホーム
・ショートステイ
・認知症グループホーム
・防災拠点型地域交流スペース

令和5年8月

 

※開設時期は、令和 5年 3月末時点における見込みです。 

 

  (3) 小笠原村におけるモデル事業 

小笠原村の住宅事情等を踏まえ、東京都と小笠原村との連携のもと賃貸住宅を整備し、小笠原村に新たな

住まいを提供するモデル事業に取り組んでいます。 

 

団　地　名 所 在 地 戸 数
予定総事業費
（既支出額）

竣工予定時期

289

(124)
（ 仮 称 ） Ｊ Ｋ Ｋ 小 笠 原 住 宅 小笠原村 4 令和5年12月

 

 

※ 戸数、総事業費、竣工時期は、令和 5年 3月末時点における見込みです。 
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第 4 法人の状況 

 

1 資本金残高の状況 

 

○ 一般会計 

                                                                           （単位 百万円）    

区  分 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

当期受入額 - - - - 

年度末残高 105 105 105 105 

          ※ 資本金は全額東京都の出資によります。 

 

 

2 役員の状況 

 

 (1) 役員の定数及び任期 

   公社法第 11 条で、公社に役員として理事長、理事及び監事を置くこととされています。また、公社法第

14条において、役員の任期は 4年をこえることができず、再任されることができる旨が規定されています。 

なお、公社法第 5条において、役員の定数、任期等については各公社が定款で規定しなければならないこ

ととされています。 

   当社においても、定款第 6条及び第 9条で、役員の定数及び任期について次のとおり定めています。 

 

役   職 定   数   等 任   期 

理 事 長 
副理事長 
理 事 
監 事 

1名 
理事のうち 1名 
9名以内（うち 7名以内は常任） 
2名以内（うち 1名は常任） 

3年(再任されることができる) 
3年(再任されることができる) 
3年(再任されることができる) 
2年(再任されることができる) 

 

 (2) 役員の任命 

   公社法第 13条により、役員のうち理事長及び監事は東京都知事が任命することとされています。 

また、理事は理事長が任命することとされています。  
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 (3) 役員の状況  

                                      

　元菱進ホールディングス㈱顧問

  元東京都総務局理事(危機管理調整担当)
　<職員共済組合事務局長兼務>

　元当社住宅計画部長

　東京都住宅政策本部技監

齊　藤　　広　子

大　塚　　万紀子 　㈱ワーク・ライフバランス取締役

　横浜市立大学国際教養学部教授

青　柳　　一　彦

千　葉　　　　裕

役   職 摘   要

理事長

理  事

理　事

中　井　　敬　三

西　村　　泰　信

佐　藤　　千　佳

氏   名就任年月

令和元年7月

令和4年4月

令和3年4月

　元東京都教育長

　元東京都住宅政策本部理事

理  事
(非常勤)

理  事

監  事 居　原　　健　一

理  事
(非常勤)

理  事
(非常勤)

平成30年4月

令和2年9月

令和4年12月

令和4年12月

令和5年5月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 58 - 

3 コーポレートガバナンスの状況 

 

当社のガバナンス体制は、大きく(1)法に基づくもの、(2)東京都による指導、監督等、(3)監査法人による

監査の実施、(4)内部管理から構成されています。 

 

(1) 法に基づくもの 

公社法に基づく主な認可、承認等については、本説明書の 38ページをご参照ください。 

地方自治法に基づく東京都による監査については、本説明書の 38ページをご参照ください。 

 

(2) 東京都による指導、監督等 

東京都による指導、監督等については、本説明書の 38ページをご参照ください。 

 

(3) 監査法人による監査の実施 

当社が作成する財務諸表については、金融商品取引法第 193条の 2の規定に基づく公認会計士又は監査法

人による監査証明は求められていませんが、経営の透明性を一層高めるため、平成 17 年度決算より監査法

人による監査を導入しています。 

さらに平成 20年度からは中間決算についても実施しており、積極的な情報開示を推進しています。 

 

(4) 内部管理 

① 理事会 

理事会は理事長及び理事をもって構成され、毎事業年度の予定貸借対照表、予定損益計算書及び決算等、

当社の業務運営上重要な事項について審議することとなっています。 

 

② 評議員会 

理事長の諮問機関として、東京都議会議員及び学識経験者から構成される「評議員会」を設置しており、

毎事業年度の予定貸借対照表、予定損益計算書及び決算等、当社の業務運営上重要な事項について諮問して

います。 

 

③ 監事による内部管理 

監事は当社の業務、財務諸表等を監査し、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、理事長又

は国土交通大臣若しくは東京都知事に意見を提出することができます。また、理事会その他重要な会議に出

席して意見を述べることができます。 

 

④ コンプライアンスの推進強化 

「コンプライアンス基本方針」及び「コンプライアンス行動指針」等の規定を整備し、コンプライアン

ス委員会、公益通報窓口・コンプライアンス相談窓口の設置など社内体制を構築するとともに、「JKK 東京

利害関係者との接触に関する指針」の策定や職員研修の実施等により、業務におけるコンプライアンスの定

着を図っています。また、「情報セキュリティ規程」、「個人情報の保護に関する規程」等の整備を行い、セ

キュリティ対策（外部媒体の原則使用禁止措置、暗号化ソフトの導入、制限区域の設定、パソコンの静紋認

証等）を実施しています。 
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第 5 経理の状況 

 

 

1 財務諸表の作成方法 

 

当社の財務諸表は、公社法第 29条から第 33条、公社法施行規則第 32条及び第 33条並びに地方住宅供給公

社会計基準に従い作成しています。 

旧会計基準は昭和 50年 4月 1日から施行されたものですが、地方住宅供給公社の事業の公的性格を重視し、

事業原価と事業収益が均衡するよう会計処理を行う等、民間企業の会計処理とは大きく異なるものでした。 

しかしながら、地方住宅供給公社等の公的団体に対しても経営の透明性や事業の効率性が求められるように

なった今日、地方住宅供給公社の会計基準についてもこのような時代の要請に応えるべく改正が行われました。

新会計基準は、平成 12年 4月に社団法人全国住宅供給公社等連合会に設置された公認会計士等からなる「地方

住宅供給公社会計基準検討委員会」において約 2年間にわたり検討され、国土交通省への報告を経て制定され

たもので、平成 14年 4月 1日から施行されています。 

 

 

2 財務諸表の承認等について 

 

公社法第 31 条及び第 32 条により、毎事業年度の決算完結後、2 ヶ月以内に財務諸表を東京都知事に提出す

ることとされています。なお、東京都知事への提出にあたっては、国土交通省令で定める事項を記載した当該

事業年度の業務報告書を添付し、財務諸表と業務報告書に関する監事の意見をつけることとされています。 

  

当社は、平成 17 年度より、経営の透明性向上を目的として自主的に監査法人による会計監査を受けること

としています。令和 3 年度（自 令和 3 年 4 月 1 日 至 令和 4 年 3 月 31 日）及び令和 4 年度（自 令和 4

年 4月 1日 至 令和 5年 3月 31日）財務諸表（貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー

計算書、重要な会計方針、その他の注記、附属明細表及び財産目録（「区分」及び「金額」の欄に限る。））は、

有限責任監査法人トーマツにより監査証明を受けています。 

なお、当社が作成する財務諸表については、金融商品取引法第 193条の 2第 1項の規定に基づく公認会計士

又は監査法人による監査証明は求められていません。 
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3 財務諸表等について 

 

当社の以下の各決算書については、それぞれに示した当社ウェブサイト上のリンク先ページをご参照くださ

い。 

 

 

(1) 年次財務諸表 

① 令和 3年度 

（https://www.to-kousya.or.jp/content/000005076.pdf） 

ア 財務諸表等 

(ｱ) 総括（貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｲ) 一般会計（貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｳ) 都営住宅等管理会計（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｴ) 注記事項 

(ｵ) 附属明細表（一般会計、都営住宅等管理会計、東京都との資金取引内容） 

(ｶ) 財産目録（一般会計、都営住宅等管理会計） 

イ 監事意見書 

ウ 独立監査人の監査報告書 

 

  ② 令和 4年度 

（https://www.to-kousya.or.jp/content/000026947.pdf） 

ア 財務諸表等 

(ｱ) 総括（貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｲ) 一般会計（貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｳ) 都営住宅等管理会計（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書） 

(ｴ) 注記事項 

(ｵ) 附属明細表（一般会計、都営住宅等管理会計、東京都との資金取引内容） 

(ｶ) 財産目録（一般会計、都営住宅等管理会計） 

イ 監事意見書 

ウ 独立監査人の監査報告書 

  

 

 

 

 

 


